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本書は，『環境経済・政策学会』の会長で
あり，地球環境問題研究の第一人者である植
田和弘教授が監修し，環境経済・環境政策分
野において著名な大島堅一教授と電力自由化
問題に詳しい高橋洋教授が編著を行った野心
的な著作となっている．序章から始まって第
13 章まで 9 人の執筆者が分担して地域分散
型エネルギーシステムについて論考してい
る．
多くの執筆者が分担して 1つのテーマにつ
いて著作を行うという試みは，いきおい，漏
れやダブリが発生しがちなのであるが本書に
はそれがない．むしろきわめて多岐にわたっ
た視点から地域分散型エネルギーシステムに
関して，それぞれの専門家が深い洞察を惜し
気もなく披露してくれている．従来の大規模
集中型エネルギーシステムに対し地域分散型
の特質を知ろうとすれば，この 1冊を持って
その全貌を深く理解できる珠玉の作であると
言えよう．これこそ監修の力，さらには編著
者の幅広い知識・人脈の賜物であると言える
だろう．
まず序章では大島（以下，敬称略）が，世
界で再エネが本格的に普及し始めた時期に日
本が自ら重いブレーキをつけビジネスチャン
スをみすみす逃していたことを詳らかにし，
その理由はエネルギー政策のバランスに偏り
があったのが原因と断じている．東日本大震
災および，電力・ガスの自由化を機に，再エ
ネを基幹電源とした，熱と電気を総合的に扱
う新しいエネルギービジネスが生まれてくる
だろうと予測している．
次いで第 2章では高橋が，この著書で扱う
分散型エネルギーとは何かを改めて定義し，
地域分散エネルギーというものがその器とな
る電力システムの改革を必然的に要求するこ

と，さらには従来希薄であった地域との親和
性が飛躍的に高まることについても論じてい
る．送配電網の構造改革を進め，市場メカニ
ズムを活用することによって分散型電源を大
量に投入することが可能になるということを
説得力ある筆致で記述している．
第 3章では安田が，再生可能エネルギーの
普及と政策について述べている．環境面での
メリットや国産エネルギーであることについ
てはよく言われることであるが，太陽光や風
力が年単位で見るときわめて変動の少ないエ
ネルギー源である事を明らかにしている．世
界各国での再エネ導入量の増加傾向を各国別
に示し，導入予測を現実が上回っていること
や，それを推進する政策が国ごとに異なって
いること，その結果発電コストにもばらつき
が生じていることなどについても詳細に記述
している．
第 4章では木村が，固定価格買い取り制度

（FIT）の評価を行っている．FITとその他
の政策手段との違いについて詳細に述べてお
り，制度設計如何で有効に機能させ，欠点も
補うことが可能であることを説明している．
また発電価格と買い取り価格の乖離を修正
する「導入量感応型価格調整メカニズム」な
どについても述べ，さらに回避可能費用の設
定方法についても詳述している．政策担当者
が真 に耳を傾けるべき内容となっている． 
第 5章では同じく木村が，再生可能エネル
ギーの費用論について論じている．単純に既
存電源に対して発電費用面で競争力を持ちう
るかという従来の視点のみならず，再エネへ
の普及がある程度進むと，既存の電力市場や
電力システムそのものの構造を大きく変える
可能性があること，そしてそのような構造変
化が発電費用の変化を新たに生み出すこと，
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などについてより深い論考がなされている．
従来，再エネを受け入れるための系統増強
費用や FITの負担により，発電費用は増大
するという面が指摘されてきたが，ドイツで
は再エネ電力が卸価格を押し下げる「メリッ
トオーダー効果」が発生している可能性があ
るということについても言及している．
第 6章では安田が，再エネの普及と系統連
系の技術的問題について論じている．変動性
再エネ（VRE）といわれる太陽光発電や風力
発電が一般に停電リスクを増加させるのでは
ないかという懸念に対し，欧州では VREの
増加に伴い，年間停電時間がむしろ軽減しつ
つあることが紹介されている．また欧州全体
として系統連系を強化しつつあり，再生可能
エネルギーの導入に積極的である状況も国別
に項を割いて詳述している．一方，日本では
接続可能量に制限を設けることや出力抑制条
件付入札といった単純な対応策にとどまって
いることが，あたかも世界に対し，日本には
技術力がないとメッセージを発してしまって
いることになりかねないとの懸念を抱き，継
続した議論を呼びかけている．
第 7章では竹濱が，双方向潮流電力システ
ムへの変化について論じている．欧州，特に
ドイツにおける逆潮流問題を取り上げ，系統
増強を積極的にすすめ，出力抑制をなるべく
起こさないよう取り決めている EEG法を説
明している．一方日本では系統増強の義務付
けをしないまま，出力抑制を強化する方向に
進んでおり，その結果大量の再エネ電源がビ
ジネス機会を失っていることを明示してい
る．このエネルギーに関する根本的な考え方
の違いは，ドイツと日本の大きな国力格差を
生み出しかねず，大いに懸念されるところで
ある．
第 8章では歌川が，省エネの可能性につい
て論じている．日本のエネルギーの有効利用
分が 1次エネルギーの 3分の 1にしかなって
いないことを指摘し，ロスの半分が発電分野
において起こっている事を明示している．残
りの半分の最終需要における効率向上対策を
詳述しつつ，国としてのインセンティブ設定
のあり方について検討を促している．

発電分野においてはロスが 6割を超えるこ
とを問題視し，分散型への転換と合わせて熱
利用による革新的な効率向上が得られること
を訴えている．
第 9章では上園が，エネルギー利用の効率
化について論じている．前章の議論を前提に
大きな省エネ余地が見込める住宅・建築物の
ゼロエネルギー化，ピークカットやピークシ
フトによる「減電」，節電所構想，コジェネ
レーション，自動車交通量削減の地域づくり
など政策を絡めた新たな施策を打ち出す必要
性について詳述している．特に建物の断熱規
制や，オール電化推進政策の見直し，排出権
取引の制度化，省エネと福祉の統合など，海
外の事例を交えて紹介している．
第 10 章では高橋が，電力システム改革の
進展について深い考察を行なっている．地域
分散型エネルギーシステムを実現するために
は市場メカニズムの活用と送配電網の構造改
革を表裏一体の二本柱として推進する必要が
あると論じている．従来の集中型電源システ
ムでは，全体を管理する責任者を前提として
いたこと，その管理のためには一方向の電力
供給送配電網が必須だったことを指摘してい
る．

一方で，分散型エネルギーシステムでは管
理者が市場システムに取って代わられ，送配
電網は上図 10 － 2（A）→（C）のように変
化していくことになるであろう．ドイツでは
このような転換を EnergieWendeという政
策に反映し，苦労しながらも強力に推進して

図表 10-2　  集中型，分権型，分散型ネット
ワーク
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いるが，日本では政策合意すらないまま現状
維持路線と再エネ推進路線が別々に政策を打
ち出しているという点に問題があると指摘し
ている．
第 11 章では金森が，電力会社の役割の変
化について論じている．従来の電力会社の経
営が高度に原子力発電に依存していることを
指摘し，原発稼働率が高ければ利益をもたら
すが，実際には不可避の事故が意外に多く，
停止が長引くと極端な経営悪化を招く諸刃の
剣であることを，データを元に分析している．
現状を率直に見ると，2013 年および 15 年
の省令改正により，廃炉費用の長期償却が認
められた今が，原子力撤退の好機であると説
いている．
一方で，高度分散した変動性再エネの価値
の高さを示し，顧客サイドのビジネスモデル
に転換すべきと訴えている．これを放置して
おくと新しい経済主体が参入し，電力会社の
シェアを奪い，「行動しないというリスク」
が具現化すると警鐘を鳴らしている．
第 12 章では山岸が脱炭素化における地域
分散エネルギーシステムの役割について論じ
ている．日本では温室効果ガス排出削減を海
外排出権の購入という手段に求めたため，自
力での削減傾向にはない．自力削減の方策と
して，1）大規模排出源対策に加えて，総量
では劣らない小規模排出源の削減努力を求め
るべきであること，2）地域ごとの異なる削
減対策が取れるようにすべきであること，3）
電力部門に加えて，熱・燃料分野の削減を強
化すべきであることを訴えている．
これらの対策は，地域分散エネルギーシス
テムの普及と密接に絡んでおり，地域に即し
た政策が重要であると論じている．
最終章となる第 13 章では上園が，地域分
散エネルギーシステムがもたらす新しい社会
について論じている．欧州で再エネが普及し
てきたのは，それを受け入れる地域社会が設
置や運営主体となって関わり，地域に直接的
な恩恵をもたらしてきたことが背景にある．
翻って日本では，メガーソーラー，メガ風
力，大型バイオマス発電が域外資本によって
推進されてきたし，政策もそれを支援した．

これでは地域社会の恩恵が少なく，過半の経
済的利益も域外に流出してしまう．欧州では
地域の再エネ自立を実現することにより，産
業や雇用創出，経済発展，過疎・高齢化対策，
農山村の公益機能維持，エネルギー安全保障
の強化など現行の大規模集中型エネルギーシ
ステムでは十分に得られない，地方経済の向
上効果が生み出された．ドイツにおける
100％再エネ地域プログラムに参加する地方
自治体は総人口 2500 万人を超え，国土の 3
割を占めているという．これらの経営主体と
しての都市公社の紹介や地方自治体の取り組
みを詳細に取り上げ，日本においても環境保
全と地域社会の利益を最優先にした地域分散
型エネルギーシステムへの移行により新しい
社会が築けると論じている．

以上各章の概要を述べてきたが，これを見
ただけでも本書が「地域分散型エネルギーシ
ステム」に関する全貌を捉えていると申し上
げた巻頭の言葉が，通り一遍のものでないこ
とが理解していただけたのではないだろう
か？
書評の流儀に従って若干の辛口コメントを
追加するとすれば，本書に限らず，再生可能
エネルギーや地域分散型エネルギーシステム
に関しては，欧州の先進性に言及する研究者
が多く，日本の独自の取り組みに対する掘り
下げが不足しがちなきらいがあるということ
指摘できるかと思う．日本でも再エネ 100％
自治体は 2015 年には 100 市町村を超え，福
岡県みやま市のような都市公社的エネルギー
会社も誕生し始めた．日本の電力系統の特殊
性や地域の再生可能エネルギー源の分布状況
など日本にフォーカスした研究がこれから重
要となってくるのではないだろうか？しか
し，このような国内調査については，どうし
ても国の予算が限定的で，掘り下げの浅い，
画一的な調査結果を基に地域の特殊性を論じ
ることになりがちである．本書はそういう意
味でも政策担当者に熟読していただきたいも
のの一つであるといえよう．
日本は，災害を契機とする原子力発電所の
事実上の停滞，開始から 20 数年を経た電力・
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ガスの全面自由化，世界中でグリッドパリテ
ィを下回りだした再エネ発電設備の普及とい
う事実が重なり，良くも悪しくも，新しい時
代に乗り出さざるを得ない条件が万端整った
といえよう．
地域分散型エネルギーシステムでは，本書
の指摘にもあるとおり，集中型の管理者から
分散型の市場システム管理に置き換えられ，
ツリー構造の送配電網からメッシュ構造のハ

イブリッド型送配電網に変化していくことに
なるだろう．このような仕組みが導入されて
いる国はいまだ存在しておらず，日本は世界
に率先してこのような仕組みを現実化し，地
方創成を実現して行くべき時期が到来してい
るといえる．本書はまさしくそのような時宜
を得た，類まれな良書であるということがで
きよう．


